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地域在住高齢者における筋骨格系の痛みに対する対処方法の実態
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目的 筋骨格系の痛みは生活機能の低下や要介護の原因となっている．日本では高齢者の痛みへの

対策として運動指導によるプログラムが実施されてきた．また，高齢者は運動以外にも様々な

取り組みを痛みへの対処として行っているが，痛みの対処に関する研究は日本では緒についた

ばかりで，地域在住高齢者が実施している痛みへの対処方法は整理されていない。そこで本研

究では，地域在住高齢者における筋骨格系の痛みに対する対処方法の実態および痛みの状況と

の関連を明らかにすることを目的とした。

方法 地域在住高齢者2,281人を対象に郵送アンケート調査を実施し，1,835人より回答を得た。調

査項目は，基本属性，痛みに関する項目（対処方法，部位など）であった。痛みへの対処方法

はインタビュー調査および先行文献から項目の収集を行い16つの項目を使用し調査した。痛み

への対処方法を因子分析によりタイプに分類した後，タイプごとに得点を算出し（得点が高い

ほど対処を実施していることを示す），痛みの状況（部位，継続期間）との関連を一元配置分

散分析によって分析した。

結果 因子分析の結果，痛みへの対処方法は「病院での治療」，「日常での積極的対応」，「日常行動

の制限」，「自己療法」，「安静休息」の 5 つに分類された。痛みの状況別にそれぞれのタイプの

得点を比較した結果，痛みの部位では「病院での治療」，「日常行動の制限」で有意差がみられ，

腰や膝の単独の痛みよりも痛みの重複（腰・膝）において得点が高かった。また，継続期間で

は「病院での治療」，「日常行動の制限」，「自己療法」において有意差がみられ，半年未満より

も 5 年以上で得点が高かった。

結論 地域在住高齢者は「病院での治療」，「日常での積極的対応」，「日常行動の制限」，「自己療法」，

「安静休息」の 5 つのタイプの痛みへの対処方法を実施しており，「病院での治療」や「日常行

動の制限」は痛みの重複や痛みの継続がある場合に実施される対処方法であることがわかっ

た。今後，地域在住高齢者の痛みへの対策として痛みへの対処方法を活用するためには，これ

らのタイプが心身機能に及ぼす影響を明らかにする必要がある。
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 緒 言

日本の高齢化率は2013年に25.1となり，今後も

高齢者人口は増え続け2055年には高齢化率が40に

達することが予測され1)，高齢者が自らを支えてい

くための社会づくりが重要となっている。高齢者の

抱える健康問題の一つに筋骨格系の痛みがある。高

齢者の痛みは単に自覚症状としての訴えだけでな

く，心身機能に悪影響を及ぼすことが明らかにされ

ている2～8)。近年の研究では，痛みの有無だけでな

く，痛みの部位や程度，痛みの重複などといった痛

みの状況が及ぼす影響についても分析が進められ，

腰や膝などの下肢に痛みがあること6)，程度が強い

こと7)，痛みの数が多いこと8)がうつ傾向や身体機
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能，ADL に対し悪影響を及ぼすことが示されてい

る。また，痛みを伴う関節疾患は，近年，増加して

いる軽度要介護の原因の 2 割を占め1)，介護予防の

観点からも重要視されている。

高齢者の筋骨格系の痛みに対しストレッチや筋力

トレーニングなどの運動療法が行われ，痛みの軽減

や身体機能の向上などの効果を上げてきた9～11)。ま

た，新健康フロンティア戦略12)において筋骨格系の

痛みへの介入が介護予防として重要であることが示

されてからは，介護予防事業の一環として膝痛や腰

痛改善のための会場型プログラムが実施されるよう

になった。しかし，会場型プログラムは参加者が会

場に通える者に限られるなどの問題があり，高齢者

の痛みへの対策を広く進めていくための手段として

は限界があると言える。近年，その問題を解決する

ための手段として，運動方法や痛みの自己管理方法

といった痛みへの対処方法をパンフレットやメール

を通じて配布・指導する通信型プログラムが進めら

れ，痛みの軽減や QOL の向上などの効果を上げて

いる13,14)。会場型プログラムは対象者が限られてし

まいコミュニティ全体に対するアプローチとして進

めていくことはできないが，痛みへの対処などは通

信型プログラムとして高齢者自身が自宅で行うこと

ができ，ポピュレーションアプローチとして有用で

あると考えられる。これまで，筋骨格系の痛みへの

対処として専門家が指導する運動が選択されること

が多かったが，高齢者は「マッサージ」や「サポー

ターの利用」，「生活の工夫」などの運動以外の取り

組みも痛みへの対処として日常生活の中で実践して

おり15,16)，これらの方法もポピュレーションアプ

ローチの手段として期待される。

痛みの対処に関する研究は海外で盛んに進められ

ており，痛みへの対処を評価する際にすでに開発さ

れた質問紙を用いることが多く，The Coping
Strategy Questionnaire（CSQ)17)，Pain Catas-
trophizing Scale18)，The Chronic Pain Coping Inven-
tory（CPCI)19)などがよく用いられている。その一

方，日本では痛みへの対処を測定する質問紙は開発

されておらず，質問紙を用いた研究において CSQ
日本語版20)が使用されている。しかし，CSQ 日本

語版は開発の際の対象者が高齢者ではなく，また，

対象の痛みが筋骨格系の痛みに限定されていないな

ど高齢者の筋骨格系の痛みへの対処方法を測定する

尺度としての使用が適切であるとは言えない。ま

た，もともと，CSQ は欧米人を対象に開発されて

おり，欧米人とは文化や生活様式が異なっている日

本人に適した質問票ではないと考えられる。加え

て，海外の研究において使用されている質問票は，

慢性腰痛症を対象としたインタビュー調査の結果17)

や専門家が重要とみなした項目19)などで構成されて

おり，地域在住高齢者が実施している痛みへの対処

方法は整理されていない。そのため，日本人の高齢

者が行っている痛みへの対処方法を明らかにするた

めには，実際に日本人の地域在住高齢者が行ってい

る筋骨格系の痛みに対する対処方法を聴取する必要

がある。今後，地域在住高齢者の痛みに伴う諸問題

を解決していくための手段として痛みへの対処を用

いるためには，その手始めとして地域在住高齢者の

実施している痛みへの対処方法の実態を明らかにす

る必要がある。そこで本研究では，地域在住高齢者

を対象とした調査を行い，地域在住高齢者における

筋骨格系の痛みに対する対処方法の実態および痛み

の症状との関連を明らかにすることを目的とする。

 研 究 方 法

. 調査対象・方法

M 県 A 市内の 1 つの支所に在住している65～80
歳の住民のうち要支援・介護認定を受けていない

2,281人を対象とした。2013年12月に郵送による配

票・回収のアンケート調査を実施し，1,835人より

回答を得た（回収率80.4）。分析対象者は，回

答を得た者のうち，痛みの有無に回答した1,831人
（72.0±0.11歳，男性814人，女性1,017人）とし

た。また，痛みへの対処に関する分析は，痛みを有

し，痛みへの対処方法の項目に回答した792人を対

象とした。

. 調査地域の特性

M 県 A 市は平成26年 4 月現在，人口約83,000
人，高齢化率が28.6で地域である。前期高齢者の

人口が約9,000人，後期高齢者が約14,000人と高齢

化が進行した地域である。農業が盛んな地域で，農

業経営体数や農業産出額が県下一となっている。

. 調査項目

1) 基本属性

性別，年齢，居住形態，学歴を調査した。居住形

態は，「1. 一人暮らし」，「2. 配偶者」，「3. 子供，

あるいはその配偶者」，「4. 孫，あるいはその配偶

者」，「5. その他」より複数選択とした。学歴は，

「1. 6年以下」，「2. 7～9年」，「3. 10～12年」，「4.
13年以上」より一つ選択してもらった。

2) 痛みに関する項目

 痛みの有無

筋骨格系の痛みに関して「この 1 か月の間に体の

どこかに痛みを感じましたか」という問いに対し，

「はい」，「いいえ」で回答してもらった。
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 痛みの部位

「腰」，「膝」，「その他」から複数回答とした。

 痛みの継続期間

「腰」または「膝」に痛みがあると回答した者に

対し，痛みの継続期間について回答を得た。問いは

「その痛みはいつからありますか」とし，「3 か月未

満」，「3 か月以上半年未満」，「半年以上 1 年未満」，

「1 年以上 5 年未満」，「5 年以上10年未満」，「10年以

上」から選択してもらった。

 痛みへの対処方法

痛みへの対処方法は，下記の手順によって作成し

た16項目の質問項目を用いた。それぞれの質問項目

について，「この 1 か月に，その痛みに対して以下

のようなことをしましたか」という問いに対し，そ

れぞれ「はい」，「いいえ」で回答を得た。

質問項目は，グループインタビュー調査および先

行文献から候補を収集し，その後，調査項目を決定

した。グループインタビュー調査は，地域在住高齢

者12人（男性 6 人，女性 6 人）を対象に実施し，イ

ンタビューの内容は IC レコーダーに記録し逐語録

を作成した。逐語録より痛みへの対処として行って

いるものを抽出し，コード化したうえで調査項目の

候補とした。先行文献からの収集は，筋骨格系の痛

みへの対処に関する研究のうち高齢者を対象に含む

研究15,16,19,21～26)から調査項目の候補の収集を行っ

た。その際，質的研究はコード部分，量的調査は使

用された質問項目部分を候補とした。質問項目の決

定は，インタビュー調査において収集した33項目，

先行研究より収集した168項目について，意味内容

の類似性に基づき28のカテゴリーを作成した。その

後，内容が近いカテゴリー（運動とストレッチなど）

についてはまとめて質問項目を作成した（表 1）。
カテゴリー化および質問項目の作成は，公衆衛生分

野の専門家 1 人と地域看護分野の専門家 1 人と確認

を行い，検討・修正を行った。

. 分析方法

1) 痛みへの対処方法の実態

地域在住高齢者が実施している痛みへの対処方法

を明らかにするために，対処方法として実施してい

る者の割合を算出し，性別による出現頻度の差につ

いて x2 検定を用いて分析した。その後，痛みへの

対処方法をタイプに分類するために因子分析（プロ

マックス回転）を行った。その後，各タイプについ

て，実施ありを 1 点，実施なしを 0 点とし加算し得

点分布を示した。また，性別（男，女）における得

点の差について t 検定を用いて分析した。

2) 痛みへの対処方法と痛みの症状との関連

痛みの症状（痛みの部位，痛みの継続期間）にお

ける痛みの対処方法の差について一元配置分散分析

を用いて分析し，その後，多重比較（Tukey の検定）

を行った。痛みの対処方法はタイプごとの得点を用

い，痛みの部位は，腰痛と膝痛が重複している場合

を「腰・膝」，腰痛がある場合を「腰」，膝痛がある

場合を「膝」，その他の痛みのみの場合を「その他」

として分析を行った。また，痛みの継続期間は「半

年未満」，「半年以上 5 年未満」，「5 年以上」として

分析を行った。

すべての統計処理において，SPSS ver19.0 for
Windows を用い，有意水準を 5未満とした。

. 倫理的配慮

調査協力者には，郵送時に文書にて研究の目的，

個人情報の保護について説明を行い，調査票への記

入を持って調査協力への同意意思を確認した。な

お，本研究は東北文化学園大学倫理委員会の承認

（承認日平成25年11月26日，承認番号文大倫第

1316号）を得て行った。

 研 究 結 果

. 調査対象者の属性

調査対象者の基本属性を表 2 に示した。平均年齢

は72.0±4.5歳であり，男性が814人，女性が1,017人
であった。独居が8.1，同居ありが91.1と同居

している者が多かった。学歴は 9 年以下が50.0，

10年以上が50.0であった。IADL は 5 点満点中4.7
±0.8点と得点が高かった。筋骨格系の痛みの有無

では，対象者のうち，筋骨格系の痛みがあると回答

した者は61.3で，男性では54.5，女性では

66.8と女性で有意に多かった。痛みの状況につい

て表 3 に示した。痛みの部位は，男女とも腰が多

く，男性で48.3，女性で36.6であった。男性で

は，腰以外の部位の痛みは，腰・膝が19.4，膝が

19.4，その他が13.0，女性では，腰・膝が

25.4，膝が25.1，その他が12.9と，腰・膝と

膝が同程度であり，その他が他の部位と比較して少

なかった。痛みの継続期間は，男女とも5年以上が

最も多く，男性で45.1，女性で42.9であった。

. 地域在住高齢者が実施している痛みへの対処

方法の実態

痛みへの対処方法について，していると回答した

者の割合を表 4 に示した。その結果，最もよく実施

されている対処方法は「動くようにする」で76.5
の者が実施していた。それに，「他の人と痛みがあ

ることについて話をする」が69.7，「痛みを気に

せず，いつもどおりの生活をする」が69.3，「湿

布や塗り薬を使う」が64.4，「痛くなるようなこ

とをしない」が57.2と続いた。一方，していると
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表 痛みへの対処方法の質問項目

調査項目の候補より作成したカテゴリー
質 問 項 目

インタビュー調査 先 行 文 献

病院での治療 病院での治療 病院に行く

リハビリテーション

鍼灸の利用 鍼灸・接骨院の利用 鍼灸・接骨院に行く

マッサージを受ける

痛み止めの使用 病院から処方された薬を飲む（痛み止めなど）

健康食品の摂取 健康食品・サプリメントをとる

コルセットなどの装具の利用 コルセットなどの装具の利用 サポーターやコルセットを使う

痛いところの固定

湿布の利用 湿布の利用 湿布や塗り薬を使う

冷やす

温熱・保温の実施 温熱・保温の実施 温める（温シップ，カイロ，シャワーなど）

運動の実施 運動の実施 運動をする（ストレッチ，筋トレ，体操など）

ストレッチの実施 ストレッチの実施

動くようにする 動くようにする 動くようにする

歩行・階段動作の制限 歩行・階段動作の制限 家事や階段，歩行などの日常的な動作を制限す
る

日常的な動作の制限

日常の中のサポート

活動の制限 友人づきあいや趣味活動などの社会活動を制限
する

交流の制限

普段どおりの生活 普段どおりの生活 痛みを気にせず，いつもどおりの生活をする

無理をしない 無理をしない 痛くなるようなことをしない（無理な運動，冷
やすなど）

痛くならないようにする 痛くないようにする

痛いところに負担をかけない 痛いところに負担をかけない

家族・友人とのコミュニケーション 他の人と痛みがあることについて話をする

他のことをする 他のことをして気を紛らわす

リラックス リラックス

休む じっとして動かさない・休ませる

動かさない
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回答した者が最も少なかった対処方法は「じっとし

て動かさない・休ませる」で12.9の者が実施して

いた。それに「友人づきあいや趣味活動などの社会

活動を制限する」が20.3，「家事や階段，歩行な

どの日常的な動作を制限する」が21.6，「鍼灸・

接骨院に行く」が22.7，「健康食品・サプリメン

トをとる」が23.7と続いた。

性別における実施状況を比較すると，「病院に行

く」，「病院から処方された薬を飲む」，「健康食品・

サプリメントをとる」，「サポーターやコルセットを

使う」，「湿布やぬり薬を使う」，「温める（温シップ，

カイロ，シャワーなど）」，「運動をする（ストレッ

チ，筋トレ，体操など）」，「友人づきあいや趣味活

動などの社会活動を制限する」，「痛くなるようなこ

とをしない（無理な運動，冷やすなど）」，「他の人

と痛みがあることについて話をする」，「他のことを

して気を紛らわす」，「じっとして動かさない・休ま

せる」の12項目に有意差がみられた。「じっとして
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表 調査対象者の基本属性および痛みの有無

全 体
（n＝1,831)

男 性
（n＝814)

女 性
（n＝1,017) P

基本属性 年齢（歳) 72.0±4.5 71.8±4.5 72.2±4.5 0.090
居住形態 独居 148( 8.1) 51( 6.3) 97( 9.5) 0.012

同居あり 1,683(91.9) 763(93.7) 920(90.5)
学歴 9 年以下 895(50.0) 382(47.8) 513(51.8) 0.096

10年以上 894(50.0) 417(52.2) 477(48.2)
IADL（点/5 点満点) 4.7±0.8 4.7±0.9 4.8±0.7 0.004

筋骨格系の痛み あり 1,123(61.3) 444(54.5) 679(66.8) ＜0.001
なし 708(38.7) 370(45.5) 338(33.2)

名（），男性 vs 女性

対応のない t 検定，: P＜0.05, : P＜0,01, : P＜0.001
未記入の場合，欠損値

表 痛みのある者における痛みの状況

全 体 男 性 女 性 P

痛みの部位 腰・膝 254(23.0) 85(19.4) 169(25.4) ＜0.001
腰 456(41.3) 212(48.3) 244(36.6)
膝 252(22.8) 85(19.4) 167(25.1)
その他 143(12.9) 57(13.0) 86(12.9)

（内訳） 肩 65 28 37
その他上肢 48 16 32
背中 15 7 8
股関節 12 3 9
その他下肢 48 24 24
その他 43 14 29

痛みの継続期間 半年未満 162(16.9) 63(16.5) 99(17.2) 0.788
半年以上 5 年未満 376(39.3) 146(38.3) 230(39.9)
5 年以上 419(43.8) 172(45.1) 247(42.9)

名（），男性 vs 女性

対応のない t 検定，: P＜0.001
n＝1,123（男n＝444，女n＝679）（未記入の場合，欠損値)

65第65巻 日本公衛誌 第 2 号2018年 2 月15日

動かさない・休ませる」は女性よりも男性で実施し

ている割合が多かったが，その他の項目について

は，女性において実施している人が多かった。

. 痛みへの対処方法のタイプ分類およびその得

点分布

痛みへの対処方法16項目をタイプに分類するため

に因子分析を実施した（表 5）。その結果，5 つの因

子が抽出され，軸の回転後の累積寄与率は35.5で
あった。第 1 因子は「病院に行く」，「病院から処方

された薬を飲む」の 2 項目からなり『病院での治療』

とした。第 2 因子は「動くようにする」，「他の人と

痛みがあることについて話をする」，「痛みを気にせ

ず，いつも通りの生活をする」，「他のことをして気

を紛らわす」，「運動をする」の 5 項目から『日常で

の積極的対応』とした。第 3 因子は「家事や階段，

歩行などの日常的な動作を制限する」，「友人づきあ

いや趣味活動などの社会活動を制限する」の 2 項目

からなり『日常行動の制限』とした。第 4 因子は

「温める」，「湿布やぬり薬を使う」，「サポーターや

コルセットを使う」，「鍼灸・接骨院に行く」，「健康

食品・サプリメントをとる」の 5 項目からなり『自

己療法』とした。第 5 因子は「痛くなるようなこと

をしない」，「じっとして動かさない・休ませる」の

2 項目からなり『安静休息』とした。

. 痛みへの対処方法と痛みの部位，継続期間と

の関係

痛みの対処方法の得点をタイプごとに得点を算出

し，痛みの状況別に得点の差を比較した（表 6）。
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表 地域在住高齢者の痛みへの対処方法の実態および性差の比較

全体
（n＝792)

男
（n＝341)

女
（n＝451) P

病院に行く 388(49.0) 149(43.7) 239(53.0) 0.010
鍼灸・接骨院に行く 180(22.7) 79(23.2) 101(22.4) 0.797
病院から処方された薬を飲む（痛み止めなど) 348(43.9) 124(36.4) 224(49.7) ＜0.001
健康食品・サプリメントをとる 188(23.7) 66(19.4) 122(27.1) 0.012
サポーターやコルセットを使う 316(39.9) 109(32.0) 207(45.9) ＜0.001
湿布やぬり薬を使う 512(64.6) 193(56.6) 319(70.7) ＜0.001
温める（温シップ，カイロ，シャワーなど) 287(36.2) 102(29.9) 185(41.0) 0.001
運動をする（ストレッチ，筋トレ，体操など) 366(46.2) 143(41.9) 223(49.4) 0.036
動くようにする 606(76.5) 251(73.6) 355(78.7) 0.093
家事や階段，歩行などの日常的な動作を制限する 171(21.6) 67(19.6) 104(23.1) 0.248
友人づきあいや趣味活動などの社会活動を制限する 161(20.3) 54(15.8) 107(23.7) 0.006
痛くなるようなことをしない（無理な運動，冷やすなど) 453(57.2) 180(52.8) 273(60.5) 0.029
他の人と痛みがあることについて話をする 552(69.7) 196(57.5) 356(78.9) ＜0.001
痛みを気にせず，いつもどおりの生活をする 549(69.3) 231(67.7) 318(70.5) 0.403
他のことをして気を紛らわす 332(41.9) 122(35.8) 210(46.6) 0.002
じっとして動かさない・休ませる 102(12.9) 58(17.0) 44( 9.8) 0.003

名（），男 vs 女
x2 乗検定，: P＜0.05, : P＜0.01, : P＜0.001
「はい」と回答した者の割合，16項目すべてに回答した者が対象

表 因子分析による痛みへの対処方法のタイプ分類の分析結果

第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子 第 5 因子

病院に行く 0.859 0.161 0.262 0.307 0.237
病院から処方された薬を飲む（痛み止めなど) 0.831 0.235 0.293 0.375 0.296
動くようにする 0.253 0.663 0.069 0.366 0.109
他の人と痛みがあることについて話をする 0.343 0.476 0.246 0.398 0.431
痛みを気にせず，いつもどおりの生活をする －0.041 0.472 －0.121 0.019 －0.057
他のことをして気を紛らわす 0.165 0.440 0.249 0.267 0.259
運動をする（ストレッチ，筋トレ，体操など) 0.066 0.432 －0.010 0.367 －0.057
家事や階段，歩行などの日常的な動作を制限する 0.204 0.032 0.710 0.248 0.452
友人づきあいや趣味活動などの社会活動を制限する 0.270 0.054 0.672 0.245 0.382
温める（温シップ，カイロ，シャワーなど) 0.131 0.186 0.212 0.523 0.227
湿布やぬり薬を使う 0.320 0.163 0.190 0.457 0.221
サポーターやコルセットを使う 0.219 0.175 0.219 0.427 0.214
鍼灸・接骨院に行く 0.269 0.166 0.134 0.319 －0.013
健康食品・サプリメントをとる 0.110 0.165 0.237 0.243 0.102
痛くなるようなことをしない（無理な運動，冷やすなど) 0.219 0.262 0.370 0.311 0.595
じっとして動かさない・休ませる 0.071 －0.246 0.269 0.022 0.426

因子分析（プロマックス回転) （n＝792)
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まず，痛みの部位では，『病院での治療』は腰・膝

で1.2±0.9点，腰で0.8±0.9点，膝で0.9±0.9点，そ

の他で0.9±0.9点と有意な差がみられ，腰・膝の得

点は腰の得点，膝の得点よりも高かった。『日常で

の積極的対応』は，腰・膝で3.2±1.3点，腰で3.0±

1.5点，膝で3.2±1.4点，その他で2.6±1.7点と有意

な差がみられ，腰・膝の得点，腰の得点，膝の得点

はその他の得点よりも高かった。『日常行動の制限』

は腰・膝で0.6±0.8点，腰で0.4±0.7点，膝で0.3±

0.6点，その他で0.4±0.7点と有意な差がみられ，

腰・膝の得点は腰の得点，膝の得点よりも高かっ

た。『自己療法』は腰・膝で2.3±1.3点，腰で1.8±
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1.3点，膝で1.8±1.3点，その他で1.5±1.3点と有意

な差がみられ，腰・膝の得点，腰の得点，膝の得点

はその他の得点よりも高かった。『安静休息』では

有意差がみられなかった。

痛みの継続期間では，『病院での治療』は半年未

満で0.6±0.9点，半年以上 5 年未満で0.9±0.9点，5
年以上で1.1±0.9点と徐々に点数が高くなり，有意

差がみられ，半年以上 5 年未満の得点，5 年以上の

得点は半年未満の得点よりも有意に高かった。『日

常での積極的対応』では有意差は認められなかっ

た。『日常行動の制限』は半年未満で0.3±0.6点，

半年以上 5 年未満で0.4±0.7点，5 年以上で0.5±

0.7点と徐々に点数が高く有意な差がみられ，5 年

以上の得点は半年未満の得点よりも有意に高かっ

た。『自己療法』は半年未満で1.4±1.0点，半年以

上 5 年未満で1.9±1.4点，5 年以上で2.1±1.3点と

徐々に点数が高くなり，有意差がみられ，半年以上

5 年未満の得点，5 年以上の得点は半年未満の得点

よりも有意に高かった。『安静休息』では有意差が

みられなかった。

 考 察

. 地域在住高齢者が実施している痛みへの対処

方法の実態

地域在住高齢者が実施している痛みへの対処方法

の実態を明らかにするために，大規模な郵送調査を

実施した。調査対象者の IADL は 5 点満点中4.7点
と得点が高く，本研究の対象者は地域で自立した生

活を送っている高齢者と言える。痛みの状況を分析

すると，痛みがあると回答した者が男性で54.5，

女性で66.8と女性で多かった。この結果は痛みに

関する先行研究で示されている結果と同様であっ

た。また，本研究では男女とも腰痛を訴える者が多

かった。本研究の対象地区は，農業，とくに稲作が

盛んな地域である。農業従事者を対象とした研究に

おいて腰痛を有する者が多いことが明らかにされて

おり27)，その特性が現れたと考えられた。

痛みへの対処の実施状況を分析した。日本におい

て実施された痛みへの対処に関する先行研究22)で

は，病院の受診や薬の使用，運動の実施，温熱など

痛みを軽減させるための方法のみが痛みへの対処と

して調査されていた。しかし，痛みへの対処を質的

に調査した研究15,16)や本研究の予備調査として実施

したインタビュー調査の結果では，生活の制限やい

つもどおりの生活，動くようにするなど，直接的に

痛みを軽減する手段でない行動についても，痛みへ

の対処として実施されていることが明らかとなり，

本研究ではそれらの項目も対処方法に含め調査を
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行った。その結果，最も実施されていた対処方法は

「動くようにする」で76.5の者が実施しており，

痛みのある者の約 8 割の者が実施していた。それに

続いて，よく実施されている対処方法は「他の人と

痛みがあることについて話をする」，「痛みを気にせ

ず，いつもどおりの生活をする」，「湿布や塗り薬を

使う」など取り組みやすい方法がよく実施されてい

る傾向にあった。通所リハビリテーションを利用し

ている高齢者を対象に行った研究22)では，調査され

た項目のうち，湿布または塗り薬の使用が最も多く

87.5の者が対処として実施していた。本研究の結

果ではやや割合が低いものの 6 割以上の者が対処方

法として「湿布や塗り薬を使う」を実施しており，

先行研究と同様に対処として選択されやすい項目で

あったと言える。反対に，「じっとして動かさない・

休ませる」や「友人づきあいや趣味活動などの社会

活動を制限する」，「家事や階段，歩行などの日常的

な動作を制限する」といった消極的な対応を実施し

ている者は少ない傾向にあったものの，もっとも少

ない「じっとして動かさない・休ませる」でも12.9
と地域在住高齢者の 1 割以上が実施していた。本研

究の結果より，地域在住高齢者は痛みへの対処とし

て様々な方法を試みており，その方法は痛みを直接

的に軽減させる方法である病院の受診や運動，薬の

使用だけでなく，活動の制限や動くようにすると

いった痛みの軽減に直結する手段でない方法につい

ても取り組まれていることが示された。

痛みへの対処方法の実施状況を基本属性ごとに比

較した。その結果，性別では16項目中12項目に有意

な差がみられ，男女で痛みへの対処方法の実施状況

に差があることがわかった。有意差のみられた12項
目のうち11項目が女性の実施割合が高く，男性より

も女性が痛みに対し何らかの方法を用いて対処しよ

うとしていることが示された。その一方で，「じっ

として動かさない・休ませる」という対処方法は，

女性よりも男性で実施している者が多かった。高齢

者を対象とした研究ではないが，男性よりも女性で

痛みへの対処を行う頻度が高いことが報告されてい

る28)。また，女性では痛みに対してポジティブな対

処を用いることがわかっており29)，「じっとして動

かさない・休ませる」という消極的な対応は，男性

に多い特徴的な対処方法であることが示唆された。

. 地域在住高齢者が実施している痛みへの対処

方法と痛みの症状との関連

本研究では，痛みへの対処方法について16項目の

質問を用いて調査した。痛みの状況との関連を検討

する上で16項目をタイプに分類することで総合的な

解釈が可能となると思われたため，因子分析を用い

てタイプに分類した。その結果，病院の受診や薬の

使用といった「病院での治療」，動くようにするや

他のことをして気を紛らわす，運動をするなど日常

の中で痛みに対し積極的に対応しようとする「日常

での積極的対応」，日常的な動作や社会活動を制限

し対応する「日常行動の制限」，温めるや湿布の使

用，サポーターの使用など痛みに対し簡素に対応す

る「自己療法」，休ませるなど日常の生活の中で休

息し対応する「安静休息」の 5 つに分類された。痛

みへの対処の研究でよく用いられる CSQ では，痛

みに対する行動的対処を痛みの軽減を目的とした行

動と痛みの軽減に直接関係のない行動の 2 つのタイ

プで示している17)。本研究においても，痛みの軽減

を目的とした対処として「病院での治療」，「自己療

法」，痛みの軽減に直接関係のない行動として「日

常での積極的対応」，「日常行動の制限」，「安静休息」

が対処方法のタイプとして示された。また，先行研

究では，「休息をとる」などの“Resting”や「何か

を持ち上げることを人に頼む」などの“asking for
assistance”といったネガティブな対処と痛みの程

度が強いことが関連すること30)や「やっていたこと

を続ける」などの“Task Persistence”といったポジ

ティブな対処がうつ症状と負の関連があること31)が

報告されており，痛みへの対処を調査・分析する上

で，ネガティブな対処，ポジティブな対処はいずれ

も重要な項目であると言える。本研究において，ネ

ガティブな対処方法として「日常行動の制限」，「安

静休息」が示され，ポジティブな対処方法として

「日常での積極的対応」が示されており，痛みへの

対処とその関連を検討するための項目として十分で

あると考えられた。

本研究では痛みの状況として痛みの部位，継続期

間を調査している。これらの項目は，痛みの程度と

同様に心身機能へ影響を示すことが先行研究32)によ

り明らかになっており，本研究では，これらの項目

を用いて痛みの対処方法と痛みの状況との関連を分

析した。

まず，痛みの部位であるが，腰と膝の両方に痛み

のある者は腰痛や膝痛単独の者よりも，「病院での

治療」，「日常行動の制限」の方法をより多く実施し

ていた。先行研究において，痛みの重症度を示す痛

みの程度は痛みへの対処方法と関連しており17,18)，

重症であるほど痛みへの対処をよく実施することが

報告されている。本研究では痛みの程度ではない

が，腰痛と膝痛が重複している場合において痛みへ

の対処をより多く行っていた。その一方で，「日常

での積極的対応」はその他の部位の痛みで実施が少

なかったが，腰と膝の重複，腰痛，膝痛で差がみら
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れなかった。また，「安静休息」はどの部位でも得

点に有意差はみられず，実施において痛みの部位に

よる差はなかった。このことから，「日常での積極

的対応」や「安静休息」は痛みの重複の有無に関わ

らず行われる対処方法であることが示された。

痛みの継続期間についても同様の傾向がみられ，

「病院での治療」，「日常行動の制限」，「自己療法」

の対処方法は継続期間が長いほど得点が高くなり，

継続期間が半年以上である場合に，継続期間が半年

未満である場合と比較して対処方法をより多く行っ

ていた。このことから，痛みが長期間にわたり継続

することによって，多くの対処方法を用いて痛みを

解消しようとすると考えられた。その一方で，痛み

が継続するとともに痛みの程度が強くなり，その結

果，多くの対処方法を行ったとも考えられる。その

ため，今後，痛みの程度をはじめとした痛みの状況

を詳細に調査した上で痛みへの対処方法との関連を

検討する必要がある。また，「日常での積極的対応」

や「安静休息」といった対処方法は有意差がみられ

ず，痛みの継続期間に関わらず実施されていると考

えられた。部位や継続期間によってやや違いはある

ものの，痛みが重複している場合や痛みが継続して

いる場合に痛みの対処として「病院での治療」，「日

常行動の制限」を実施し，痛みの状況に関わらず，

「日常での積極的対応」や「安静休息」の対処が行

われていることがわかった。

. 本研究のまとめと限界点

これまで痛みへの対処方法に関する研究は，慢性

痛や関節症を有している患者を対象とした研究が多

く，地域在住高齢者全体を対象とした研究は実施さ

れていなかった。そのため，地域在住高齢者が実施

している痛みへの対処方法の実態が明らかにされて

いなかった。本研究では，地域で自立した生活を

送っている地域在住高齢者を対象とした調査を行う

ことで，「病院での治療」，「日常での積極的対応」，

「日常行動の制限」，「自己療法」，「安静休息」の 5
つのタイプの痛みへの対処方法を実施しており，

「病院での治療」や「日常行動の制限」は痛みが重

複している場合や痛みが継続している場合に，よく

用いられている対処方法であることを明らかにし

た。今後，地域在住高齢者の痛みに伴う諸問題を解

決していくための手段として痛みへの対処を用いる

ためには，これらのタイプと痛みの変化や身体機

能，生活機能などとの関連を明らかにするための研

究が必要である。

本研究の限界点として，以下があげられる。

まず，痛みの程度や発生原因といった痛みの詳細

を調査していない点である。本研究は郵送調査で

あったため，回答の正確性や調査の回収率を高める

ことを優先するために痛みに関する項目を，有無，

部位，継続期間に限って調査を行った。しかし，痛

みの程度や痛みの発生原因なども対処法に影響があ

ると考えられ，今後，更なる研究が必要である。ま

た，調査地域が農村部に限定されていたことがあげ

られる。本研究において調査された痛みへの対処方

法の項目には，「病院に行く」や「接骨院に行く」

など地域によって施設数に差があるものも含まれて

おり，その対処方法を実施する頻度にも影響がある

ことが考えられた。本研究の結果をさらに深めるた

めには，都市部での調査も実施する必要がある。加

えて，本研究で使用した痛みへの対処方法の質問項

目の因子分析における累積寄与率が35.5と高くな

い。この理由として，先行研究とは異なり回答選択

肢を 2 項目にしたことがあげられる。本研究では，

郵送調査の回収率および回答率を上げることを優先

し，項目への回答選択肢を「はい」，「いいえ」の 2
択としている。その一方，痛みへの対処を測定する

質問紙は，対処方法の実施頻度を複数の段階で聴取

しているものが多い。今後，地域在住高齢者の痛み

への対処方法を評価するためには，回答選択肢を増

やした上での調査が必要であると考えられる。

本研究の実施にあたり，調査にご協力いただきました

対象者の皆様，調査フィールドの調整をいただきました

M 県 A 市健康推進課担当者様に感謝申し上げます。な

お，本研究は JSPS 科研費25282217の助成を受け実施し

た研究の一部である。また，開示すべき COI 状態はない。
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Methods of coping with musculoskeletal pain among community-dwelling elderly
individuals

Saori ANZAI, Miyuki SATO2, Shinpei IKEDA3, Yoshitaka SHIBA4,
Hiroto YOSHIDA5, Hiroshi HAGA6and Shouzoh UEKI7
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Objectives Musculoskeletal pain impairs vital function and results in a requirement for long-term care.
According to studies in other countries, a program that aims at reducing pain through instructions
for pain-coping should be implemented. In Japan, a study on pain-coping has recently been initiat-
ed; however, the methods of coping with pain that are implemented by community-dwelling elderly
individuals have not been evaluated. This study aimed to clarify the methods currently used for cop-
ing with musculoskeletal pain and to examine their association with the state of pain among com-
munity-dwelling elderly individuals.

Methods A survey was performed by sending questionnaires by mail to 2,281 community-dwelling elderly
individuals. Responses were obtained from 1,835 people. The survey items consisted of questions
about basic attributes and pain. A total of 16 questionnaire items regarding the methods of coping
with pain were used for measuring pain-coping that community-dwelling elderly individuals use.
The methods of coping with pain were classiˆed into various types by factor analysis. The scores
were calculated by type and their association with the state of pain was analyzed using one-way anal-
ysis of variance.

Results As a result of the factor analysis, methods of coping with pain were classiˆed into ˆve categories:
`̀ treatment in hospitals,'' `̀ daily active coping,'' `̀ restriction of daily behavior,'' `̀ self-therapy,'' and
`̀ rest.'' From one-way analysis of variance for the site of pain, there was a signiˆcant diŠerence be-
tween the `̀ treatment in hospitals'' and `̀ restriction of daily behavior'' categories. Among both
scores, a higher score was observed in subjects with pain in both the lower back and the knee, com-
pared to those with only pain in the lower back or the knee. Among the number of the sites, there
was a signiˆcant diŠerence between the `̀ treatment in hospitals,'' `̀ restriction of daily behavior,''
and `̀ self-therapy'' categories; subjects exhibiting two or more sites of pain showed a higher score
than those exhibiting one site of pain. For pain duration, there was a signiˆcant diŠerence between
the `̀ treatment in hospitals,'' `̀ restriction of daily behavior,'' and `̀ self-therapy'' categories; subjects
who had experienced pain for 5 years or longer had a higher score than those who had experienced
pain for less than 6 months.

Conclusion We found that ˆve types of methods of coping with pain (`̀ treatment in hospitals,'' `̀ daily ac-
tive coping,'' `̀ restriction of daily behavior,'' `̀ self-therapy,'' and `̀ rest'') were used by community-
dwelling elderly individuals and that `̀ treatment in hospitals'' and `̀ restriction of daily behavior''
were the most common strategies among elderly individuals with pain.
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